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はじめに 

 

目 的 

この計画は、平成２７年９月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基

づき、行動計画策定指針に掲げられた基本姿勢を踏まえ、女性職員が自らの意志によって職業生活

を営み、その個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍するために、女性の職業生活にお

ける活躍を推進するための支援対策を計画的に推進するために策定し、公表するものです。 

 

計画期間 

同法附則第４条で規定する当面の見直し年限である施行後３年間となる、平成３１年 7 月１日から

２０２２年６月３０日までの３か年を計画期間としました。その後改正により計画の見直しを２０

２２年３月に実施した為、同年３月１１日より２０２５年３月１０日までの期間といたします。 

計画推進体制 

本計画を効果的に推進するため、管理部長をはじめ各部署所属長は、本計画の実施状況を把握・点

検し、今後の対策や計画の見直しを行います。 

本計画の取り組み状況や実績については、社内イントラ掲示板に掲示し社内周知をはかり、ホーム

ページ等で公表していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

女性の職業生活における活動の推進に関する法律実態把握 

 
女性活躍に関する状況把握・課題分析 

 

状況把握及び課題分析 
①  直近事業年度の女性労働者採用者の割合（2021/4～2022/3） 

1）現状 女性採用数８名÷全体採用数１５名×100＝53.3％ 
2）分析 当社全体の従業員男女比率は、ほぼ半々で該当年度に女性が多い要因は、営業職を率先

して希望する女性が増加傾向にあり、コロナかの影響も有る為、その傾向は続く模様。 
２０２２/２末時点の全社状況 
正社員・・・・・・・女性 １０３名  男性１３４名  計２３７名 
有期契約社員・・・・女性 ４７名  男性 ２２名  計 ６９名 
合  計・・・・・・女性１５０名  男性１５６名  計３０６名 
 

② 男女の平均継続勤務年数の差異 （５年以上の在職者） 

1）現状 女性 １３年４ヶ月  男性１９年４ヶ月 

2） 分析 ５年以上在職の条件により若年層は女性の離職率が高いため、１１年ほど前から新卒定期 

採用を行ていることで若年層の割合が増えている 

 

③ 労働者の各月ごとの平均残業時間数等の労働時間の状況 

1）現状 各月の対象労働者の平均残業時間数 

 

 

2）分析 上段が直近 1年、下段が 2年前のもので、明らかに残業時間は削減されている。 

 元々前期間の行動目標に残業削減が目標でもあったことと、コロナ禍によるシフト勤務が 

追い打ちをかけ、大幅な時間外労働時間の削減につながった 

 

④ 管理職に占める女性労働者の割合 

1）現状 女性管理職１名 ÷ 全体管理職数２９名 × 100 ＝ 3.4％ 

2）分析 依然として、軒並み育児等の負担等で役職自主解任があり、厳しい状況である。 

 

⑤ 育児休業取得状況（2021/3～2022/2） 

1）現状 2021 年度中 5 名取得、現時点での休業者数 9 名 

2）分析 依然として女性のみの取得、男性は 2021/8 に 1 名実績発生 

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

2021年 9.0 9.4 9.6 10.5 8.6 9.0 8.8 8.2 7.4 7.7 7.5 7.2

2019年 15.9 16.6 17.0 18.5 15.1 16.0 15.5 14.6 13.1 13.6 13.2 12.6



 

行動計画の策定、社内周知、公表 

 

① ③の残業削減の措置、についてはこの３年間の中で職場単位での改善活動が効果とコ

ロナ禍による誘発削減で大幅な効果が出ている。④の管理職について、候補者が役職

自主解任が多い現状である。 

② この 2年は、過重労働対象者がほぼいない、産業医面談の実績なし。 

③ 要因としては一般職と総合職の選択時に女性のほとんどが一般職を選択しており、管 

理職志望者が少ない。 

 

採用に関する事項 

・年一回の役員と社員全員個別面談の機会がありその際に一般職から総合職へ希望を募り、 

積極的に転換促進を行なう。転換数２名を年度目標とする。 

 

継続就業・職場風土に関する事項 

・育児休暇を容易に取得できる、職場環境づくり。 

・家庭環境に柔軟に対処できる勤務制度（短時間勤務制度等） 

 

長時間労働の是正に関する事項 

・労働生産性を重視した評価制度 

※本件に関しては、この 2年間の実績により、これ以上の削減は困難な程減少しており、

これを維持することを目標とする 

配置・育成・教育訓練に関する事項/評価･登用に関する事項 

・男性労働者中心であった職場への積極的な女性登用の為、女性の少ない職場へ２名採用 

を毎年度目標とする。 

 

多様なキャリアコースに関する事項 

・管理職に占める女性労働者の割合を高めるため、主任以上には、会社負担にて幹部・管 

理職養成セミナーを順次受講することで候補者を増加させる。３年以内に女性主任(現状 

8 名)・係長(現状 5名)受講する 

・年一回の役員と社員全員個別面談の機会がありその際に、職種にとらわれない配置転 

換等の希望を募り、積極的に転換促進を行なう。 

 

計画概要・実施状況の公表について 

・社内通知については、社内イントラ内の掲示板に掲示し、閲覧を社報等で促す。 

 

・公表については、自社 Web サイトに専用バナーを配し、閲覧可能とする。 


